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貸 借 対 照 表 
（平成２３年３月３１日現在） 

 （単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 負 債 の 部 ） 
流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
信 用 保 証 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
ポ イ ン ト 引 当 金 
割 賦 利 益 繰 延 

 
 
固 定 負 債  
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
長 期 未 払 金 
預 り 保 証 金 
繰 延 税 金 負 債 
利 息 返 還 損 失 引 当 金 

 

(１０８，７５９) 
４６２ 

７，６１９ 
４５，１６４ 
４２，５８０ 

６８ 
１，１４１ 

２７４ 
１０４ 

８，２４０ 
３７３ 

２，００６ 
７２４ 

 
 

(１３９，９７５) 
９７，６８６ 

１３０ 
７３ 

７７７ 
７ 

４１，３００ 
 

負 債 合 計 ２４８，７３５ 

（純資産の部） 
株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金  

( ３２，５９４) 
７０，０００ 

２６２ 
２６２ 

△３７，６６８ 
△３７，６６８ 
１７，５８３ 

△５５，２５２ 
(     １０) 

１０ 
 

（ 資 産 の 部 ） 
流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金 
割 賦 売 掛 金 
営 業 貸 付 金 
信 用 保 証 割 賦 売 掛 金 
未 収 収 益 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
器 具 及 び 備 品 他 
土 地 
リ ー ス 資 産 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
長 期 前 払 費 用 
敷 金 及 び 保 証 金 
そ の 他 

 
 

 (２５３，１８９) 
１０，０３５ 
８４，３５８ 

１３７，０２３ 
４５，１６４ 
１，１７４ 
４，３６９ 

△２８，９３６ 
 
 

( ２８，１５１) 
(  ５，５９５) 

１，６９９ 
１，２４８ 
２，４６１ 

１８５ 
 (  ５，５８７) 

５，５０９ 
７８ 

( １６，９６７) 
２１９ 
３４２ 
４８６ 

１５，８７１ 
４８ 

 
 

純 資 産 合 計 ３２，６０４ 

資 産 合 計 ２８１，３４０ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 ２８１，３４０ 
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損 益 計 算 書 

(
平成２２年４月  １日から

平成２３年３月３１日まで) 
 （単位：百万円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益 
包括信用購入あっせん収益 
個別信用購入あっせん収益 
信 用 保 証 収 益 
融 資 収 益 
そ の 他 の 営 業 収 益 
金 融 収 益  

 
１２，３２８ 

５２６ 
２，４０９ 

１９，４４１ 
９，３６１ 

７７ 
営 業 収 益 合 計 
営 業 費 用 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 
金 融 費 用 

支 払 利 息 
そ の 他 

 
 
 
 

３，６７１ 
１５８ 

４４，１４４ 
 

６７，８１５ 
 
 

３，８２９ 
営 業 費 用 合 計  ７１，６４５ 

営 業 損 失 
営 業 外 収 益 
営 業 外 費 用 

 ２７，５００ 
１７８ 

１，５４３ 
経 常 損 失 

特 別 利 益 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 
固 定 資 産 売 却 益 
賃 借 契 約 違 約 金 収 入 
敷 金 ・ 保 証 金 清 算 益 
そ の 他 

 
 

１６３ 
１３３ 
１００ 

３ 
９０ 

２８，８６６ 
 
 
 
 
 

４９１ 
特 別 損 失 

災 害 に よ る 損 失 
固 定 資 産 売 却 ・ 除 却 損 
事 業 構 造 改 善 損 失 
そ の 他 

 
２，４８３ 

２７７ 
１３１ 
６４ 

 
 
 
 

２，９５７ 

税 引 前 当 期 純 損 失 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

 
１５ 

△２００ 

３１，３３２ 
 

△１８４ 

当 期 純 損 失  ３１，１４７ 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

(
平成２２年４月  １日から

平成２３年３月３１日まで) 
（単位：百万円） 

 株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 

剰 余 金  資本金 資 本 

準 備 金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 別途積立金

繰 越 

利 益 

剰 余 金 

利 益 

剰 余 金 

合 計 

株 主 

資 本 

合 計 

平成 22 年３月 31 日残高 70,000 262 262 17,583 △24,104 △6,520 63,741

事業年度中の変動額   

当期純損失  △31,147 △31,147 △31,147

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
  

事業年度中の変動額合計  △31,147 △31,147 △31,147

平成 23 年３月 31 日残高 70,000 262 262 17,583 △55,252 △37,668 32,594

 
評価・換算差額等 

 その他有価証 

券評価差額金 

評価・換算

差 額 等

合 計

純資産合計

平成 22 年３月 31 日残高 116 116 63,858

事業年度中の変動額  

当期純損失  △31,147

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
△105 △105 △105

事業年度中の変動額合計 △105 △105 △31,253

平成 23 年３月 31 日残高 10 10 32,604
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

② 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、一部の事業用賃貸資産については 

 (リース資産を除く) 定額法を採用しております。 

また、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

 

建物及び構築物 ２～62 年 

器具及び備品他 ２～20 年 

 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

（５年）に基づく定額法によっております。 

 

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成 20 年３月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取

引に準じた会計処理によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 割賦売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般営業債権につ

いては、貸倒実績率を勘案し、必要と認められる額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上しております。 

 

(3) ポイント引当金 カード利用促進を目的とするポイント制度に基づき、カード会員に付与

したポイント利用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込額

を計上しております。 

 

(4) 利息返還損失引当金 将来の利息返還金の発生に備えるため、過去の返還実績を踏まえ、かつ、

最近の返還状況等を勘案し、返還額を合理的に見積り計上しております。 
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４．収益の計上基準 期日到来基準に基づき、次の方法によっております。 

部 門 計 上 方 法 

包括信用購入あっせん 7・8 分法及び残債方式 

個別信用購入あっせん 7・8 分法 

信 用 保 証 主として残債方式 

融 資 主として残債方式 

（注）計上方法の内容は次の通りであります。 

7・8 分法 手数料総額を分割回数の積数で按分し、各返済期日の到来

のつど積数按分額を収益計上する方法。 

残債方式 元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、各返済

期日の到来のつど手数料算出額を収益に計上する方法。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

                 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換 

算差額は損益として処理しております。 

 

６．消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、固定資産に係

る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「長期前払費用」に計上し、５

年間で均等償却を行っております。 
 

（会計方針の変更）  
資産除去債務に関する会計基準の適用  当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平 

                   成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会 
                   計基準適用指針 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しております。なお、これ 
                   による損益への影響はありません。 

（表示方法の変更） 

貸借対照表 前事業年度において区分掲記しておりました流動資産の「信託受益権」

（当事業年度の残高は 515 百万円）は、金額的重要性が乏しくなったた

め、流動資産の「その他」に含めて表示しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 
 

１．部門別割賦売掛金残高 

 部 門 別  期 末 残 高 

   百万円 

 包括信用購入あっせん  ７１，０２１ 

 個別信用購入あっせん  ６，３１３ 

 そ の 他  ７，０２３ 

 計  ８４，３５８ 

 

２．債権を流動化した残高 

 部 門 別  期 末 残 高 

   百万円 

 包括信用購入あっせん  ３，６５４ 

なお、債権流動化契約には、早期償還事由等の契約条項が付されており

ます。 

 

３．部門別割賦利益繰延残高 

 部 門 別  期 末 残 高  （うち加盟店手数料）

   百万円 百万円

 包括信用購入あっせん  ４４１  (   ５４)

 個別信用購入あっせん  ２１９  (   １７)

 信 用 保 証  ６３  (    －)

 計  ７２４  (   ７１)
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４．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

割 賦 売 掛 金 ４９，０７３百万円 

営 業 貸 付 金 ８９，９２４百万円 

建 物 １，５８４百万円 

土 地 ２，０８９百万円 

計 １４２，６７２百万円 

(2) 担保に係る債務 

短 期 借 入 金 ４２，５８０百万円 

長 期 借 入 金 ７４，６０７百万円 

計 １１７，１８７百万円 

 

５．有形固定資産の減価償却累計額 ９，６１７百万円 

 

６．保証債務  親会社であります「アイフル株式会社」について、事業再生計画並びに

債権者間協定書に基づき、同社の協定債権者（金融機関等）に対する相

互連帯保証を行っております。 

債 務 保 証 残 高 １７７，９６４百万円 

 

７．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短 期 金 銭 債 権 ３６８百万円 

長 期 金 銭 債 権 ２，４３０百万円 

短 期 金 銭 債 務 ６４２百万円 

長 期 金 銭 債 務 １６，０００百万円 

 

８．取締役に対する金銭債務 

短 期 金 銭 債 務 ２０百万円 

長 期 金 銭 債 務 ７３百万円 

 

 

３．損益計算書に関する注記 
１．災害による損失の内訳       貸倒引当金繰入額                  ２，４８０百万円 

                   そ の 他 の 損 失 額                    ３百万円 

 

２．関係会社との取引高 営業取引高 

営 業 収 益 ４８４百万円 

営 業 費 用 １，４８０百万円 

 

営業取引以外の取引高 ２百万円 

 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 
 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普 通 株 式 １，４００，０６８ － － １，４００，０６８
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５．税効果会計に関する注記 
 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(単位：百万円) 

繰延税金資産（流動） 

貸倒償却 ９，１７５ 

貸倒引当金 ５，０５１ 

未収収益 １，７７２ 

その他    １，０８０ 

繰延税金資産小計 １７，０８０ 

評価性引当額  △１７，０８０ 

繰延税金資産合計 － 

 

繰延税金資産（固定） 

利息返還損失引当金 １６，７６７ 

繰越欠損金 １５，５６１ 

その他    １，９４０ 

繰延税金資産小計 ３４，２６９ 

評価性引当額  △３４，２６９ 

繰延税金資産合計 － 

 

繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金        ７ 

繰延税金負債合計 ７ 

 
 
６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

 

リース契約により使用する重要な固定資産 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、システム機器および、事務用機器一式

を所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 

７．金融商品に関する注記 
 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、事業計画に照らして、必要な資金を親会社及び金融機関等より調達しております。なお、一時的な余資は

主に流動性の高い金融資産で運用しております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である割賦売掛金及び営業貸付金等は、顧客の契約不履行等の信用リスクに晒されております。また、投

資有価証券は、主に業務上の関係を有する会社の株式を保有するものであり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 

 営業債務である支払手形、買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

 借入金は、主に運転資金に係る資金調達であり、このうち一部は、金利変動リスクに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

 割賦売掛金及び営業貸付金等に係る顧客の信用リスクは、当社の与信決裁運用規定に従いリスク低減を図ってお

ります。 

② 価格変動リスクの管理 

 投資有価証券は、当社の有価証券取扱規定に従い、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しするとともに、適宜必要な減損処理等を実施しております。 
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③ 市場リスクに係る定量的情報 

当社は、金融商品に係る市場リスクに関する定量的分析を利用しておりません。 

（金利リスク） 

 当社において、主要なリスク変数である金利の変動により時価が変動する主たる商品は、「割賦売掛金」「営業貸

付金」、及び「長期借入金」であります。なお、「長期借入金」については事業再生計画において金融支援の対象と

なっており、金利リスクの変動を合理的に算定できないことから貸借対照表日の時価の増減額及びこれらに関連す

る情報は開示しておりません。 

（為替リスク） 

当社において、為替レート（円・米ドルレート）の変動リスクの影響を受ける金融商品は、「敷金及び保証金」の

うち米ドル建ての差入保証金であります。 

 為替リスクを除くリスク変数が一定の場合、平成 23 年３月 31 日時点で、円が対米ドルで１円円安となれば当該

資産の時価は 150 百万円増加し、反対に 1 円円高となれば 150 百万円減少いたします。 

 (4) 金融商品の時価等に関する事項の補足事項 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額が含まれ 

ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、 

当該価額が変動することがあります。 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成 23 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 

(2) 割賦売掛金 

割賦利益繰延    （※１） 

貸倒引当金     （※２） 

１０，０３５

８４，３５８

△５８９

△１０，６５５

１０，０３５ 

 

 

 

－

 ７３，１１３ ７４，６１４ １,５００

(3) 営業貸付金 

貸倒引当金     （※２） 

１３７，０２３

△１６，７６３

 

 

             （※３） １２０，２５９ １２４，８７９ ４，６２０

(4) 投資有価証券 

上場株式 

(5) 敷金及び保証金 

１４９

１５，８７１

 

１４９ 

１５，８３９ 

－

△３２

  資産計    ２１９，４２９ ２２５，５１８ ６，０８８

(1) 支払手形 

(2) 買掛金 

(3) 短期借入金 

(4) 預り金 

(４６２)

(７，６１９)

(４２，５８０)

(８，２４０)

(４６２) 

(７，６１９) 

(４２，５８０) 

(８，２４０) 

－

－

－

－

  負債計 (５８，９０２) (５８，９０２) －

（※１）割賦売掛金に係る割賦利益繰延を控除しております。 

（※２）割賦売掛金及び営業貸付金に対して計上している貸倒引当金をそれぞれ控除しております。 

（※３）営業貸付金には、貸倒引当金のほか利息返還請求に伴う元金損失に備えるため、別途利息返還損失引当金を

計上しております。 

（※４）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
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（注）１．金融商品の時価の算定方法 

（資産） 

(1) 現金及び預金 

 預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(2) 割賦売掛金 

 割賦売掛金のうち包括信用購入あっせんは、翌月一回払いの取引が大半であり、時価は帳簿価額に近似

していることから、当該帳簿価額によっております。 

 また、個別信用購入あっせん等の時価は、回収可能性を反映した元本及び手数料の受取見込額から回収

費用見込額を控除した額を、残存期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。 

(3) 営業貸付金 

 営業貸付金の時価は、回収可能性を反映した元利金の受取見込額から回収費用見込額を控除した額を、

残存期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(4) 投資有価証券 

 上場株式の時価は、市場価格等によっております。 

(5) 敷金及び保証金 

 敷金及び保証金の時価は、返還予定期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定

しております。 

 

（負債） 

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 短期借入金、(4) 預り金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額（百万円）

(1) 投資有価証券 

非上場株式 （※１）

(2) 長期借入金 （※２）

 

７０ 

９７，６８６ 

（※１）  市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4） 投資有価証券」

には含めておりません。 

（※２）  当社及び当社を含むアイフルグループは、平成 21 年 12 月 24 日、事業再生ＡＤＲ手続が成立し、

協定債権者より金融支援を受けております。金融支援においては長期借入金 81,686 百万円の返済が

リスケジュールされており、平成 26 年６月 10 日まで毎年所定額の返済を行い、期間後の残存債務

については、平成 26 年７月 10 日までにリファイナンスを受けるか、または同日以降の返済方法に

ついて協定債権者と協議を行う予定としております。これらの状況により、将来キャッシュ・フロ

ーを見積ることが極めて困難と認められることから、時価の開示は行っておりません。 

 また、長期借入金には、アイフル株式会社からの借入金 16,000 百万円が含まれておりますが、極

度方式の契約に基づく借入れのため、将来キャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認めら

れることから、時価の開示は行っておりません。 

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定 

 1 年以内 

（百万円） 

1 年超５年以内 

（百万円） 

５年超 

（百万円） 

現金及び預金 

割賦売掛金 

営業貸付金 

敷金及び保証金 

１０，０３５

７４，５３４

７９，６５７

１４

－ 

６，３８７ 

５３，５７９ 

１３，２９０ 

－

３，４３６

３，７８６

２，５６７

計 １６４，２４１ ７３，２５７ ９，７９０

 

４． 長期借入金の決算日後の返済予定 

 長期借入金の返済予定は、「２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品」の（※２）に

記載の通り決定しておりません。 
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８．賃貸等不動産に関する注記 
 総資産に占める有形固定資産の割合に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 

９．持分法損益等に関する注記 
 

１．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要 

 当社は、資金調達先の多様化を図り、安定的に資金を調達することを目的として、割賦売掛金を裏付けとした信託受

益権の流動化を実施しております。当該流動化にあたり、特別目的会社を利用しておりますが、これらには資産流動化

法上の特別目的会社等があります。当該流動化において、当社は、まず割賦売掛金に対して信託資産の設定を行ったの

ち、優先部分と劣後部分等の異なる受益権に分割し、その後、優先受益権のうち、売主持分を除いた部分を特別目的会

社に譲渡し、譲渡した優先受益権を裏付けとして特別目的会社が社債の発行によって調達した資金を、売却代金として

受領しております。 

 さらに、当社は、回収サービス業務を行い、また、信託資産における劣後受益権等を保有しております。なお、回収

不足となった信託資産に対しては、貸倒引当金を設定しております。 

 流動化の結果、当事業年度末において、取引残高のある特別目的会社は２社あり、当該特別目的会社の直近の決算日

における資産総額（単純合算）は 34,875 百万円、負債総額（単純合算）は 34,874 百万円であります。なお、当該特別

目的会社について、当社は議決権のある株式等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。 

 

２．特別目的会社との取引金額等 

 該当事項はありません。 

 

 

10．関連当事者との取引に関する注記 
 

親会社 

種 類 会社名 

議決権等の 

所有(被所有) 

割 合 

関連当事者との関係 取引内容 
取引金額 

(百万円) 
科 目

期末残高 

(百万円) 

資金の借入 350,500 
長 期 

借入金 
16,000

資金の返済 406,500 － －

利息の支払 1,058 － －

債務保証 177,964 － －

親会社 
アイフル 

株式会社 

(被所有) 

直接 95.9% 

ＡＴＭ利用提携 

ローン業務提携 

役員の兼任 

資金

取引

被債務保証 81,686 － －

（注）１． アイフル株式会社からの資金の借入については無担保であり、金利は市場金利等を勘案して合理的に決定して

おります。なお、当社と同社は、総額 200,000 百万円を借入枠とするコミットメントラインに関する契約を締

結しております。 

２． 取引内容に記載の債務保証、被債務保証は事業再生計画において、債務の相互連帯保証を行ったものでありま

す。 

 

11．１株当たり情報に関する注記 
 

１．１株当たり純資産額 ２３，２８８円０６銭 

 

２．１株当たり当期純損失金額 ２２，２４７円２４銭 

 
12．重要な後発事象に関する注記 

１．アイフルグループ事業再編について 

当社は、平成 23 年４月 28 日開催の取締役会において、平成 23 年７月１日を効力発生日として、当社のクレジット 

カード事業等を当社の 100％子会社であるライフカード株式会社（以下「承継会社」といいます。）に承継させる吸収 

分割及びアイフル株式会社を吸収合併存続会社として、分割後の被承継会社である当社を吸収合併消滅会社とする吸 

収合併（以下「本合併」といいます。）を行うことを決議し、同日付けで吸収分割及び吸収合併の契約を締結しており 

ます。効力発生日以降、クレジットカード事業等は「ライフ」ブランドに、消費者金融事業は「アイフル」ブランド 

に集約し事業展開を図ります。 
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(1) 吸収分割について 

  ①承継会社の名称及びその事業内容 

   ・承継会社 

    名   称 ライフカード株式会社 

    事業の内容 クレジットカード事業、個品あっせん事業、銀行保証事業、保険事業、その他の事業 

・被承継会社 

 名   称 株式会社ライフ（当社） 

事業の内容 総合信販業 

    ②吸収分割の法的形式 

     当社を吸収分割会社とし、承継会社を吸収分割承継会社とする吸収分割であります。本吸収分割に際し、承継会 

社は当社に対して普通株式１株を割当て交付いたします。 

 

(2) 吸収合併について 

  ①結合当事企業の名称及びその事業内容 

   ・結合企業 

    名   称 アイフル株式会社 

    事業の内容 消費者金融事業 

・被結合企業 

 名   称 株式会社ライフ（当社） 

 事業の内容 総合信販業 

    ②企業結合の法的形式 

     アイフル株式会社を吸収合併存続会社とし、当社を吸収合併消滅会社とする吸収合併であります。なお、アイフル 

株式会社は、本合併に際して、当社の普通株式（但し、アイフル株式会社所有株式を除く。）1株に対して、同社の 

普通株式 39 株を割当て交付いたします。 

     

 

 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の百万円未満の端数は、切り捨てて表示しております。 

 


